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  研究要旨 

  超高齢社会において、がん診療連携拠点病院を中心としたがんに限定した

連携体制では不十分であり、地域完結型の包括的ながん診療連携体制が必要と

なる。一方で、包括的ながん診療連携モデルは乏しく、地域包括ケアシステム

を基盤としたがん診療連携モデルの構築が必要である。 

  地域包括ケアシステムを基盤とした診断・治療・併存症の治療・終末期ケア

までを含む包括的ながん診療連携モデルの開発を行うことを目的とする。平成

30年度は、平成29年度に実施した医療従事者、介護従事者、行政職を対象とし

たインタビュー調査の質的分析を行い、分析結果をカテゴリ化した。また、質

的分析の結果に基づき、医療従事者、介護従事者、行政職859名を対象とした

質問紙調査を実施した。 

質的研究では、望ましいがん診療連携は23のカテゴリに集約され、がん診

療連携の困難は、12のカテゴリに集約された。診断期から終末期を見据え

た地域包括ケアでの診療連携を構築する必要性、診療情報だけでなく患者

の感情や価値観、希望を情報として共有するシステムの構築、治療期から

アドバンスケアプランニング（ACP）の作成を導入すること、医療、介護者

の教育及び人材育成、患者側への地域包括ケアの理解を促す教育やACPにつ

いての教育を進めていく必要性が示唆された。 

また、地域包括ケアにおけるがん患者・家族への意思決定支援を推進す

るにあたって、今後は、がん患者が定期通院している地域の中小病院にお

いて、患者と主治医の間で行われているACP discussionの実態を明らかに

することが必要と考えられた。 
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Ａ．研究目的 

わが国の高齢化は、諸外国に類を見ないスピー

ドで進行し、医療や介護の需要がさらに増加する。

特に都市部において超高齢社会への対応が急務

となっている。がん診療拠点病院（以下、拠点病

院）において抗がん治療を受けている患者は約 6
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割、がんによる死亡のうち拠点病院以外での死亡

は 6割であり、拠点病院を中心としたがんに限定

した連携体制では不十分であり、拠点病院以外の

病院やかかりつけ医、高齢者向け施設との連携に

基づいて行う地域完結型の包括的ながん診療連

携体制が必要となる。一方で、包括的ながん診療

連携モデルは乏しく、地域包括ケアシステムを基

盤としたがん診療連携モデルの構築が必要であ

る。 

 本研究では、地域包括ケアシステムを基盤とし

た診断・治療・併存症の治療・終末期ケアまでを

含む包括的ながん診療連携モデルの開発を行う

ことを目的とする。 

Ｂ．研究方法 

 研究は、地域包括ケアシステムにおけるが

ん診療連携に関して、医療者を対象としたイ

ンタビューの質的調査および質問紙調査によ

る量的調査を行う。

はじめに緩和ケアおよび在宅医療に先進的

に取り組んでいる東葛北部二次医療圏の拠点

病院および拠点病院以外の病院、かかりつけ

医、在宅医療機関、緩和ケア病棟、各市医師

会、各市行政担当部門、高齢者向け施設の担

当者にインタビュー調査を行い、質的分析を

行う。次いで、質的研究をもとに、2年次に実

施する実態調査の質問紙を作成し、当該地域

における実態調査を行い、量的分析を行う。

質問紙は、がん診療連携に関する現状、好ま

しい取り組み、課題、連携先に求めること、

自機関で担当できること、課題に対する解決

策についてなど多面的な内容を尋ねるものと

する。 

 最終的には、地域包括ケアにおける望まし

いがん診療連携についてのガイドを作成し、

ガイドブックに基づく連携モデルの実施可能

性および予備的な効果を検討することを目標

とする。 

 また、診療所医師が患者・家族と行っている

ACP discussionの実態を明らかにするために、

全国 17か所の診療所に勤務する 22名の医師が

定期的に診察する 65 歳以上の患者を対象とし

て、診療録に記載してある ACP discussion を

調査する。 

（倫理面への配慮） 

本試験に関係するすべての研究者はヘルシン

キ宣言および「人を対象とする医学系研究に関す

る倫理指針」 (平成 26 年文部科学省・厚生労働

省告示第 3号)に従って本研究を実施する。

 個人情報および診療情報などのプライバシー

に関する情報は、個人の人格尊重の理念の下厳重

に保護され慎重に取り扱われるべきものと認識

して必要な管理対策を講じ、プライバシー保護に

務める。 

Ｃ．研究結果 

 初年度である平成 29 年度は、地域包括ケアに

おけるがん診療連携に関する質的研究を行った。

東葛北部二次医療圏の拠点病院および拠点病院

以外の病院、かかりつけ医、在宅医療機関、緩和

ケア病棟、各市医師会、各市行政担当部門、高齢

者向け施設の担当者 88 名にインタビュー調査を

行った（表 1および表 2）。医療機関では医師・

歯科医師・看護師・医療メディカルソーシャルワ

ーカー・理学療法士・作業療法士など、介護施設

や介護事業所においては介護福祉士や介護支援

専門員など、多職種を対象とし、調査する内容は、

がんに対する診療・がん以外の併存疾患に対する

診療および外来・入院、検査・診断・治療・終末

期ケアと多面的に調査を行った。インタビュー調

査の結果を質的に分析し、がん診療連携に関する

現状および望ましい取り組み、課題、連携先に求

めること、自機関で担当できること、などの内容

の抽出を行った。

表 1：インタビュー調査対象者の勤務先 

平成 29年度から平成 30年度にかけて、質的調

査の結果を分析した。全部で 1029 のコードが同

定され、質問項目ごとにカテゴリ化を行った。 

診断後～抗がん治療中における望ましい連

携については、7のカテゴリ【診療情報の共有】、

【拠点病院と地域医療機関が連携したがん診

勤務先 （人） 

拠点病院 26 

拠点病院以外の病院 18 

地域の医療機関・介護施設・事

業所・地域包括支援センター 

37 

行政 7 

計 88 
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療連携体制の構築】、【抗がん治療を円滑に進

めるための在宅支援の充足】、【患者が負担な

く抗がん治療を受けられる医療体制の構築】、

【拠点病院と地域医療機関が連携して行う早

期から先を見据えた支援】、【地域包括ケアを

支える人材の充足】、【患者への情報提供の充

実】に集約された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 2：インタビュー調査対象者の職種 
 

   

抗がん治療終了後の経過観察中における望

ましい連携については、5のカテゴリ【拠点病

院と地域医療機関が連携したフォローアップ

体制の構築】、【地域で生活する患者への支援

の充足】、【診療情報の共有】、【地域包括ケ

アを支える人材の充足】、【先を見据えた支援

の提供】に集約された。抗がん治療終了後から

終末期・看取りまでの望ましい連携については、

5のカテゴリ【在宅看取りに向けた診療連携体

制の構築】、【療養支援の充足】、【診療情報

の共有】、【多職種で行う患者・家族の意思決

定支援】、【遺族への支援体制】に集約された。 

地域包括ケアにおけるがん診療連携の困難

については、【在宅移行の難しさ】【多施設・

多職種での情報共有の難しさ】【がん診療にお

ける現行の地域包括ケアシステムの限界】【ス

タッフの地域包括ケアに対する浸透の不十分

さ】【がん医療の知識不足による地域スタッフ

の対応の限界】【社会資源の不足】【地域包括

ケアシステムを支える人材の不足】【患者・住

民が地域包括ケアシステムを理解する難しさ】

【拠点病院と一般病院の連携体制の不十分さ】

【予後を見据えた支援の難しさ】【早期から

ACP を行う難しさ】【がん患者がもつ非がん疾

患への対応の難しさ】の 12 のカテゴリに集約

された。 

平成 30 年度は、インタビュー調査の質的分

析の結果から重要と考えられる項目に基づき、

質問紙を作成した。さらに、作成した質問紙に

よる、医療従事者、介護従事者、行政職を対象

とした質問紙調査を実施した。質問紙調査の対

象は、地域包括ケアのモデル事例とされている

柏市内に勤務地がある医療従事者、介護従事者、

行政職とした。柏市内にあるがん診療連携拠点病

院、がん診療連携拠点病院以外の病院、医師会、

歯科医師会、薬剤師会、訪問看護ステーション連

絡会、在宅リハビリテーション連絡会、介護サー

ビス事業者、居宅介護支援事業者、市役所、地域

包括支援センターに協力を依頼し、郵送にて 859

名分の質問紙を発送した。質問紙は無記名であり、

個人を特定できないものとした。質問紙の発送１

か月後に督促状を送付した。平成 31 年 3 月末の

時点で質問紙は一部回収され、集計を開始してい

る。 

 また、全国の診療所における ACP discussion

に関する調査の結果を以下に記す。解析対象患

者は 382名（女性 241名：63.1%）、平均年齢 77.4 

± 7.9 歳であった。主な基礎疾患としては、

高血圧(31.9%), 認知症・フレイル(15.2%), 心

血管系疾患(9.2%)、糖尿病（7.9%）、脂質異常

症（5.0%）、神経系疾患（4.7%）、がん疾患（3.7%）

であった。382 名のうち、79 名（20.7%）の患

者が、医師と少なくとも１つの事柄について話

し合っていることが明らかになった。また、家

族とも話し合い、その結果が診療録に記載され

ていたのは、23名（6.0%）であった。 

 

 

Ｄ．考察 

平成 29 年度に実施したインタビュー調査では、

多職種、多機関にわたるインタビュー調査を行う

ためにインタビューの対象者は多くなったもの

の、幅広い意見を収集することが可能であったと

考えられる。  

平成 30 年度にインタビュー調査の質的分析を

完了した。診断期からかかりつけ医と拠点病院

職種 （人） 

医師 24 

歯科医師 5 

看護師 17 

薬剤師 7 

理学療法士 7 

作業療法士 1 

言語聴覚士 1 

社会福祉士 8 

介護福祉士 2 

介護支援専門員 8 

その他 8 

計 88 
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のがんの治療医が、がん治療の比重によって、

役割をどのように担うか検討しつつ協働して

いくことが望ましい連携と考えられた。そのた

めには、診療情報やケア情報を共有するシステ

ムも必要であり、体制を整備していく必要性が

示唆された。 

 終末期になると、終末期のがん患者の高度か

つ多様なニーズが生じるため、望ましい連携に

は、地域の既存の資源・体制だけでは対応に限

界がある現状が明らかになった。地域と治療病

院の多職種での情報共有やスキルアップを促

進し、事前に急変時の対応の確認や入院体制を

整えるなど、急変時を見据えたタイムリーな支

援体制を新たに構築する重要性が示唆された。

また、終末期の患者・家族は、治療終了や在宅

移行に伴う気持ちのつらさを抱えているため、

心理的サポートの提供、患者・家族の意向の共

有、意向に合わせた社会資源の周知・充実の必

要性も示唆された。 

また、地域包括ケアが十分に浸透していない

医療・介護の現状を背景に、がん診療連携拠点

病院とかかりつけ医が連携を行う中で困難が

生じていた。地域でがん医療を実践する際の患

者、家族の希望を尊重した移行の難しさがあっ

た。がん診療連携拠点病院での治療の終結は患

者・家族にとっては絶望となり、複雑な感情を

伴うことが移行をより複雑にしていると考え

られた。 

在宅移行に伴う患者や家族の複雑な心境を

理解するにあたっては、タイムリーに情報共有

できるシステムの構築、その中に、患者の心情、

早期から ACP をとおして得られた患者の価値

観の共有ができる情報を含む必要があると考

える。 

また、施設間の連携において物理的・心理的

な距離によって情報共有の難しさがあること

が明らかとなった。医療者同士の心理的なバリ

アも取り払えるような、がん診療連携拠点病院

と地域の医療・介護従事者が参加できる顔の見

える場づくりの必要性が示唆された。 

さらに、地域においてがん患者を診療、ケア

するためには、患者の医療やケアに携わる医療

者のがん医療に関する専門知識の不十分さが

地域での対応の限界を生み出していると考え

られた。その他にも治療中から ACPを担う職種

の人材育成、地域包括ケアの体制を整え、地域

の在宅医療や支援の調整役割を担う職種の人

材育成が必要とされている。 

医療、介護者だけでなく、患者や家族に地域

包括ケアの知識をもってもらうことや ACP を

行う必要性についても周知し、理解をしてもら

えるようにしていく必要がある 

このように質的分析から課題や解決策が抽出

され、平成 30 年度に実施した質的分析に基づい

て作成された質問紙調査を分析することによっ

て、医療従事者、介護従事者、行政職を対象とし

た量的調査を行うことにより、実際の状況や職種

による認識の違い、優先して取り組むべき課題な

どが明らかになると考えられる。 
また、全国の診療所における ACP discussion

に関する調査によって、我が国の診療所外来に

おいて、がん患者が定期的に通院している頻度

は多くないこと、そして、診療所外来では、65

歳以上の患者の約 20%が、診療所医師と少なく

とも１つの事柄について ACP discussion を行

っていることが明らかになった。 

オランダ、ベルギーで行われた調査では、診療

所に通院している患者のうち、予期せぬ死亡で

はなかった患者において、34.2%の患者が亡く

なるまでに、診療所医師と ACP discussion を

行っていたことが報告されている。本研究結果

と比較すると、診療所外来で ACP discussion

が行われている頻度が少ない可能性が示唆さ

れるが、我が国では、国民がかかりつけ医を持

つことが制度化されていないことも ACP  

discussion の頻度が少ないことの要因となっ

ている可能性がある。 

我が国では、地域の中小病院が主治医機能を

担っている場合も少なくないと考えられるた

め、今後は、がん患者が定期通院している地域

の中小病院において、患者と主治医の間で行わ

れている ACP discussion の実態を明らかにす

ることが必要と考えられる。 

 

 

Ｅ．結論 

平成 29 年度は、医療従事者および介護従事

者 88 名を対象にインタビュー調査を完遂し、

平成 30 年度に質的分析を行った。質的分析か

らは、診断期から終末期を見据えた地域包括ケ

アでの診療連携を構築する必要性、診療情報だ

けでなく患者の感情や価値観、希望を情報とし

て共有するシステムの構築、治療期から ACP

の作成を導入すること、医療、介護者の教育及
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び人材育成、患者側への地域包括ケアの理解を

促す教育や ACP についての教育を進めていく

必要性が示唆された。今後量的研究を行い、ガ

イドブック作成を行う予定である。 

 また、地域包括ケアにおけるがん患者・家族

への意思決定支援を推進するにあたって、今後

は、がん患者が定期通院している地域の中小病

院において、患者と主治医の間で行われている

ACP discussion の実態を明らかにすることが

必要と考えられた。 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 
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